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（２）靴型装具 

工  程 作業の内容 設  備 

（ア） 患肢及び患部 

の観察 

患部の表面の状況（知覚の状況等）、関節の運動
機能の状況（屈伸、内転、外転等の関節可動域
や筋力等）並びに肢位の観察及び特徴の把握。 

 

（イ）採寸及び投影図 

の作成 

製作に必要な寸法（周径、長さ）及び角度の測
定及び情報カードへの記録と投影図の作成。（ト
レースのほか前後左右からの写真撮影による患
肢形状の正確な把握も必要。） 

 

（ウ）採型・採寸 

ギプス包帯法による採型及び陰性モデルの順
型。 

※ 採型に当たっては、最適な肢位を保持する。 

 

（エ）陽性モデルの 

製作（木型） 

陰性モデルへのギプス泥の注型、陽性モデルの
修正（石膏の盛り削り修正）、表面の仕上げ及び
乾燥。 

 

（オ）足底板の製作  ベルトサンダー 

（カ）アッパーの製作  ミシン 

（キ）吊り込み   

（ク）底付け  ベルトサンダー 

（ケ）仕上げ   

（コ）適合検査 

装具の適合の最終検査並びに装着及び使用によ
る機能の最終検査。 

※ ユーザに対する装具の取扱い方法の説明や
メンテナンス、装着部の衛生管理等の指導。 

 

※ 関連業務 

・ 装具の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、
職業、家族構成、身体状況、住宅環境、生活
様式、ユーザの希望、連携可能な関係医療機
関等）の収集、情報カードへの記載、保管、
管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザに装具を装着するまでの
流れについて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行
う。 

・ 装具の引渡し後も、定期的なチェックを行う
ことが望ましいことをユーザにご理解いた
だく。 

 

 

 

４ 座位保持装置 

基本的事項 

座位保持装置とは、体幹及び四肢の機能障害により座位姿勢を保持する能力

に障害がある場合に用いられるものである。なお、機能障害の状況により、座

位に類似した姿勢（いわゆる立位姿勢、膝立ち姿勢及び臥位姿勢等）を保持す

る機能を有した装置についても、座位保持装置として取り扱うことができるこ

と。 

ただし、立位訓練を目的とするものは、座位保持装置の購入に係る補装具費

の支給目的に馴染まないため、起立保持具の特例として取り扱うこと。 
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(1)（１） 製作工程 

座位保持装置は、「アの基本工作法」により、「エの製作要素価格」及び「オ

の完成用部品」からそれぞれ必要な材料・部品を選択し、組み合わせて製作

すること。 

(2)（２） 価格構成 

告示の基本価格及び製作要素価格は、「使用材料費」及び「製作加工費」に

よって構成されていること。 

○使用材料費 

素材費 座位保持装置材料リストによる素材購入費 

素材のロス 素材の正味必要量に対する割増分（ロス分） 

小物材料費 
個々の要素加工に対して使用量を決め難い材料費 
（糸、釘、ビス、ナット、油脂等） 

材料管理費 素材の購入及び保管に要する経費 

 

○使用材料費 

作業人件費 
製作を遂行するために必要な正味作業時間相当人件費（給与、賞与、退
職手当、法定福利費等） 

作業時間の 
余裕割増 

製作の準備、段取り、清掃、作業上の整理及び生理的余裕等の作業時間
相当人件費 

製造間接費 光熱水費、冷暖房費、クリーニング費、減価償却費等 

管理販売経費 完成品の保管、販売に要する経費 

 

また、骨格構造義肢の価格は、次のように構成されていること。 

骨格構造義肢の価格 ＝ 基本価格 ＋ 製作要素価格 ＋ 完成用部品価格 

 

基本価格 
採型使用材料費及び骨格構造義肢の名称、型式別に設けられている基本
工作に要する加工費の計 

製作要素価格 
材料の購入費及び当該材料を骨格構造義肢の形態に適合するように行
う加工、組合せ、結合の各作業によって発生する価格の計 

完成用部品 
価格 

完成用部品の購入費及び当該部品の管理等に要する経費の計 

 

したがって、座位保持装置の価格は、「イの身体部位区分」による「ウの基

本価格」に「エの製作要素価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用す

る材料、部品の価格を合算した額の 100 分の 104.8 に相当する額を上限とす

ること。（図－47 参照） 

なお、座位保持装置は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、

基準額の内訳はいかなる場合も本体価格のみである。「100 分の 104.8 に相当」

の趣旨は、座位保持装置を製作するに当たって必要な材料及び部品等の購入

には消費税が課税されているため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮し

たものであること。 
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(3)（３） 基本価格 

ａア 座位保持装置の基本価格は、身体支持を必要とする身体部位を「イ

の身体部位区分」から選択し、部位の区分ごとに定める採寸又は採型の

価格を「ウの基本価格」から選択して組み合わせること。ただし、下腿・

足部の基本価格は採寸のみとし、採型をした場合であっても採寸の価格

の範囲内で対応すること。 

ｂイ 身体部位区分は、装置を製作するために必要とする最小限の区分を

選択すること。 

ｃウ 採寸とは、「アの基本工作法」に基づく工程の中で、「(ｲ)採寸、(ｴ)

設計図の作成」が行われるものであること。 

ｄエ 採型とは、「アの基本工作法」に基づく工程の中で、「(ｳ)採型、(ｴ)

設計図の作成、(ｵ)陽性モデルの製作・修正」が行われるものであること。 

ｅオ 採型器による採型の後、その三次元形状をデジタルデータ化して製

作する場合は、採型として取り扱うこと。 

ｆカ 上肢及び下腿・足部は、右側又は左側一方を片側とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－46 伸展・屈曲補助バネの加算要素区分 
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頭・頸 部 

体 幹 部 

骨盤・大腿部 

下腿・足部 

上  肢 

装置全体 支持部 

支持部の連

結 

構造フレーム 

図－46 伸展・屈曲補助バネの加算要素区分 

図－49 座位保持装置の構成概念図 
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 (4)（４） 製作要素価格 

ａア 支持部 

⒜（ア） 共通事項 

ⅰa 座位保持装置の支持部は、身体部位区分で選択した身体部位に該

当する支持部を組み合わせること。 

ⅱb 支持部カバー（表面の張り地）の価格は含まないものとすること。 

ⅲc 完成用部品の支持部を用いる場合は、当該完成用部品が及ぶ部位の

製作要素価格の支持部を加算することができないこと。 

⒝（イ） 平面形状型 

平面形状型とは、採寸で製作されるもので、平面を主体として構成

された支持面を持ち、各種付属品を組み合わせて姿勢を保持する機能

を有するものであること。（図－50 参照） 

なお、(ｴ)付属品の体幹保持部品、骨盤保持部品、下肢保持部品等を

内蔵して一体型として製作する場合は、その価格を加算することがで

きること。 

⒞（ウ） モールド型  

ⅰa モールド型の支持部とは、採型で製作されるもので、身体の形状

に合わせた三次曲面で構成された支持面を持ち、各種付属品を組み合

わ せ て 姿 勢 を 保 持 す る 機 能 を 有 す る も の で あ る こ と 。             

（図－51 参照） 

なお、付属品のうち体幹保持部品（胸パッド及び胸受けロールを除

く。）及び骨盤保持部品を組み合わせることはできないこと。 

ⅱb  採寸でモールド型を製作する場合は、モールド型の価格の 80％

に相当する額とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－50 平面形状型の例 図－51 モールド型の例 
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⒟（エ） シート張り調節型 

シート張り調節型とは、支持面のシート又は複数のベルトによるたわみ

によって身体形状や変形に対応し、姿勢を保持できる機能を有するも

のであること。 

⒠（オ） フレックス構造 

フレックス構造とは、身体支持部が二つ以上に分割され、それらの間が

柔軟性のある部材で連結され、可動する構造を有するものであること。 

イｂ 支持部の連結 

⒜（ア） 共通事項 

ⅰa 支持部の連結とは、各支持部を一定の位置関係に保つため、構

造フレームと独立した部材で各々を連結するものであること。 

ⅱb 完成用部品の各種継手を使用する場合は、各支持部の連結の価

格を加算することができないこと。 

ⅲc 固定とは、角度調節機能のない一定の角度で連結する構造である

こと。 

ⅳd 遊動とは、多少にかかわらず角度の変更が可能な連結構造であ

り、可動軸を有するものであること。 

ⅴe フレックス構造により連結を行った支持部について、さらに固定

又は遊動の価格を加算することはできないこと。 

ⅵf 殻構造義肢又は装具の完成用部品を使用する場合は、殻構造義肢

又は装具の購入基準に準じて取り扱うこと。 

⒝（イ） 角度調整用部品 

ⅰa 支持部の連結・遊動と組み合わせて無段階に角度可変調節を行

うために使用されるものであること。 

ⅱb 使用者の身体状況（体重を含む。）を参考に、安全性と耐久性を

考慮して必要な本数分を加算することができること。 

⒞（ウ） その他 

ⅰa 体幹支持部と骨盤・大腿支持部間の角度可変機構（いわゆるリ

クライニング）は、「腰部・遊動×（必要数）」＋「角度調整用部品

×（必要数）」で取り扱うこと。 (図－52 参照） 

ⅱb 骨盤・大腿支持部と下腿支持部間の角度可変機構（いわゆるエ

レベーティング）は、「膝部・遊動×（必要数）」＋「角度調整用部

品×（必要数）」で取り扱うこと。(図－53 参照） 
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ｃウ 構造フレーム 

⒜（ア） 構造フレームとは、支持部を装置の使用目的に合わせた高さ

や角度に保持するためのもので、これを「支持部」及び「支持部の連

結」と組み合わせることで装置本体の形が決定されるものであること。 

⒝（イ） ティルト機構とは、体幹支持部と骨盤・大腿支持部が一定の

角度を維持した状態で支持部全体を傾ける機構であること。（図－54 

参照） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－52 リクライニングの概念

図 

図－53 エレベーティングの概念図 

図－54 ティルト機構の概念図 
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⒞（ウ） ティルト機構を有する装置の「支持部の連結」、「構造フレー

ム」の取扱いは、「腰部・固定×（必要数）」＋「構造フレーム」＋「テ

ィルト機構加算」＋「角度調整用部品×（必要数）」で取り扱うこと。 

⒟（エ） 車椅子及び電動車椅子としての機能を付加する場合は、車椅

子及び電動車椅子購入基準（普通型、リクライニング式普通型、ティ

ルト式普通型、リクライニング・ティルト式普通型、手押し型、リク

ライニング式手押し型、ティルト式手押し型又はリクライニング・テ

ィルト式手押し型）の価格を基本価格とし、構造フレームの基本価格

を合算できないこと。 

⒠（オ） 座位保持装置として製作する部分が、車椅子及び電動車椅子

に備わっているため重複することとなる部分（座布、バックサポート、

アームサポート、レッグサポート、フットサポート等）については、

車椅子及び電動車椅子修理基準の各部位の交換価格の 95％を控除す

ること。ただし、リクライニング機構に限り車椅子及び電動車椅子側

の機構を優先することとし、座位保持装置側のリクライニング機構の

製作加算は行わないこと。 

⒡（カ） 車椅子及び電動車椅子フレームに支持部を直接取りつける場

合は、支持部の連結の価格を加算することができないこと。 

⒢（キ） 完成用部品を使用する場合は、構造フレームの基本価格を合

算することができないこと。 

ｄエ 付属品 

⒜（ア） 共通事項 

ⅰa 価格は、一単位（個・本）の額とすること。 

ⅱb 取り付けに当たってマジックバンドを使用する場合は、その価

格を含むものとすること。 

⒝（イ） カットアウトテーブル 

ⅰa カットアウトテーブルは、机上作業を行う場合に用いるととも

に、そのカット部において体幹の安定や上肢の保持を図るものであ

ること。 

ⅱb 表面クッション張りは、緊張や不随意運動などによる頭部、上

肢への保護を目的とするものであること。 

⒞（ウ） 上肢保持部品、体幹保持部品、骨盤保持部品、下肢保持部品、

ベルト部品については、次表に示すそれぞれの機能を果たすものであ

ること。 

なお、その形状が例示以外のものであっても、当該機能を果たすも

のであれば、取り扱うことができること。 
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名  称 種     類 機         能 

上肢保持部品 

１ アームサポート 

２ 肘パッド 

 

３ 縦型グリップ 

４ 横型グリップ 

上肢の支持 

肩甲帯のリトラクション抑制、不随意運動の抑制 

手の不随意運動の抑制、体幹の正中保持 

同 上 

体幹保持部品 

５ 肩パッド 

６ 胸パッド 

７ 胸受けロール 

８ 体幹パッド 

９ 腰部パッド 

肩の挙上防止、肩甲帯のリトラクション抑制 

体幹の前傾防止 

同 上 

体幹の横ずれ防止 

腰椎の支持 

骨盤保持部品 
10 骨盤パッド 

11 臀部パッド 

骨盤の固定 

臀部の後ろずれ防止 

下肢保持部品 

12 内転防止パッド 

13 外転防止パッド 

14 膝パッド 

15 下腿保持パッド 

16 足部保持パッド 

股関節の内転防止 

股関節の外転防止 

前ずれ防止、膝の伸展防止、骨盤の固定 

下腿の交差防止 

足部の保持 

ベルト部品 腕ベルト 手の不随意運動の抑制、体幹の正中保持 

図－55 付属品の例 
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17 手首ベルト 

18 肩ベルト 

19 胸ベルト 

20 骨盤ベルト 

21 股ベルト 

22 大腿ベルト 

    膝ベルト 

23 下腿ベルト 

24 足首ベルト 

同 上 

体幹の正中保持、前傾防止 

体幹の前傾防止 

骨盤の保持 

骨盤の前ずれ防止 

大腿部の保持 

前ずれ防止、膝の伸展防止、骨盤の固定 

下腿部の保持 

膝の伸展防止、足の横ずれ防止 

 

⒟（エ） ベルト部品は、クッション素材を取り付けた場合を含む価格

とすること。 

⒠（オ） 支持部カバーとは、支持部の表面を覆うもので、ビニールレ

ザー、布地などの素材を用いたものであること。 

なお、上肢支持部カバーは、支持部が上肢支え及び前腕・手部支え

に分離しているものであっても、また、脱着式の加算は、支持部カバ

ーが左右両側分であっても、一単位として取り扱うこと。 

⒡（カ） 内張りとは、アームサポートやテーブルの裏側に腕や膝が当

たることによる怪我の防止を目的としたものであること。 

⒢（キ） 体圧分散補助素材とは、低い反発力又は衝撃を吸収する機能

を有するものであること。 

⒣（ク） キャスターは、１個当たりの価格とし、屋内で使用される場

合に用いられるものであること。なお、多機能キャスターとは、車輪

の動き（方向と回転）を同時に固定できるものであること。 

(i)（ケ）  完成用部品が付属品を有している場合は加算することができ

ないこと。 

ｅオ 調節機構 

⒜（ア） 脱着・開閉機構は、その機能の固定・解除が確実に行える構

造のものであり、蝶番のみやマジックバンドなどの簡便な方法による

ものは加算することができないこと。 

⒝（イ） 完成用部品（支持部、継手部品、構造フレーム、アームサポ

ートに係るもの）が調節機構を有している場合は加算することができ

ないこと。 

 

(5)（５） 完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、完成用部品の指定基準に定め

るところによるものとすること。ただし、使用部品の処方に際しては、障害

状況や適切な補装具費支給等の観点からの妥当性が求められることから、更

生相談所の意見等に基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受

けの対象とならないこと。 
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（参考）座位保持装置の基本工作法から考えられる必要な設備等 

座位保持装置の基本工作法における各工程に係る作業内容を遂行するために必要

となる、標準的な設備等については、以下を参照すること。 

 
工  程 作業の内容 設 備 

（ア）身体状況の 
観察と評価 

身体変形の状況及び痙直、緊張、不随意運動等の観察並び
にこれらの特徴の把握並びに姿勢の決定及び使用目的の
確認。 

 

（イ）採寸 
製作に必要な寸法及び角度の測定並びに情報カードへの
記録。 

 

（ウ）採型 
採型器による陽性モデル又はギプス包帯法による陰性モ
デルの採型。 

採型器 

（エ）設計図の作成 製作に必要な設計図の作成。  

（オ）陽性モデルの 
製作・修正 

陰性モデルへのギプスの注型並びに支持部の製作に必要
な陰性モデルの製作、修正、表面の仕上げ。 

 

（カ）加工・組立て 陽性モデル及び設計図に基づく加工並びに組立て。  

（キ）仮合せ 
（中間適合検査） 

身体への適合並びに装置の各機能の検査及び修正。  

（ク）仕上げ 各部品の取付け及び仕上げ等。 ミシン 

（ケ）適合検査 
最終的な身体への適合及び装置の各機能の検査。 
※ユーザに対する座位保持装置の取扱い方法の説明やメ
ンテナンス、接触面の衛生管理等の指導。 

 

※ 関連業務 

・ 製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、家族構成、
身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザの希望、連携
可能な関係医療機関等）の収集、情報カードへの記載、
保管、管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザが座位保持装置を入手するまでの
流れについて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 
・ 座位保持装置の引渡し後も、定期的なチェックを行う

ことが望ましいことをユーザにご理解いただく。 

 

※事務室、工作室が必要であり、設備を配置した上で十分に動ける面積（例：６坪

以上）があること。 

※設備欄に掲げる設備のほか、必要な工具等（例：ボール盤、ジグソー、エアコン

プレッサー、電動ドリル、万力、ハンドリベッター、トルクレンチ、パイプカッ

ター、ノギス、ウレタンカッター、ディスクグラインダー等）を備えていること。 
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第２ 修理に要する費用の額の算定等に関する取扱い 

 

１ 殻構造義肢 

殻構造義肢の修理については、「購入基準」と同様に加算方式でその合算した

額の 100 分の 104.8 に相当する額を上限とし、次により取り扱うものとするこ

と。 

修 理 項 目 価           格 

ア ソケットの交換 
 採型区分ごとの基本価格又は複製価格にソケットの価格を
加算した額をもって修理価格とすること。 

イ ソフトインサート 

の交換 

 採型区分ごとのソケットの交換により付随する価格又は単
独の場合の価格をもって修理価格とすること。 

ウ  支持部の交換  交換した支持部の価格をもって修理価格とすること。 

エ 義手用ハーネス及び
義足懸垂用部品の交換 

 交換した義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の基本価格を
もって修理価格とすること。 

オ 外装の交換  交換した外装の価格をもって修理価格とすること。 

カ  完成用部品の交換 
 完成用部品の交換に係る基本価格に、「購入基準の完成用部
品」に掲げる価格を加算した額をもって修理価格とすること。 

キ ソケットの調整 
 断端の変化に対しソケットを調整した場合に「修理基準のキ
のソケットの調整」に定める額をもって修理価格とすること。 

（注）１ ア又はウの修理で完成用部品を必要とする場合は、「購入基準の完成用部品」に
掲げる価格を加算すること。              

      ２ ア、ウ及びカの修理について、他の修理を必要とする場合は、当該他の修理価
格を加算すること。 

 

(1)（１） ソケットの交換 

ａア 基本価格及び複製価格 

⒜（ア） 基本価格は、採寸又は採型と仮歩行を含みソケット交換を行

う場合の価格であること。 

⒝（イ）  複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を

含むソケット交換を行う場合の価格であること。 

⒞（ウ） 上記⒜又は⒝の工程により、大幅に支持部を修正する必要が

ある場合は、当該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算するこ

とができること。 

ｂイ ソケットの価格 

⒜（ア） ソケットの価格は、ソケットの基本価格又は複製価格の採型

区分に基づき使用材料ごとに加算すること。 

⒝（イ）  二重式ソケットは、採型区分ごとに外ソケットと内ソケット

のそれぞれ使用材料ごとの価格を合算した額とすること。 

⑵（２） ソフトインサートの交換 

ａア ソケット交換に付随する場合の価格とは、ソケット交換を行う時に

付属的にソフトインサートを製作する場合の価格であること。 

ｂイ 単独の場合の価格とは、ソフトインサート交換のみを行う場合であ

り、使用中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトインサート

を製作する場合の価格であること。ただし、皮革、皮革・フェルトの材
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料を使用する場合には、陽性モデルを作らなくてもよいこと。 

⑶（３） 支持部の交換 

ａア 支持部交換を行う場合は、ソケット交換、継手交換、アンクルブロ

ック交換、幹部交換、鉄脚交換、高さ修正及び長さ修正等の修理におい

て支持部に手を加えることを余儀なくされる場合に、その修理箇所の支

持部を加算することができること。 

ｂイ 支持部交換に伴い、外装を新しく行う場合は、外装の価格を加算す

ること。ただし、残存の皮革を使用する場合は、外装を加えられないこ

と。 

ｃウ 熱可塑性樹脂を用いる場合の価格は、セルロイドに準じて取り扱う

こと。 

ｄエ 幹部、鉄脚及び足部の交換については、第１の１の殻構造義肢に準

じて取り扱うこと。 

⑷（４） 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換 

ａア 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換は、当該基本価格に購入

基準の使用部品価格を加算すること。 

ｂイ 修理項目の中で購入基準に掲げられていない修理については、当該

基本価格をもって修理価格とすること。 

ｃウ 金具部品交換の基本価格には、美錠等の金具部品の価格が含まれて

いること。 

ｄエ 義足用股吊り交換の価格は、１本当たりのものであること。 

ｅオ 軽便式・下腿義足常用普通用の懸垂用膝カフの交換については、Ｐ

ＴＢ膝カフベルトに準じて取り扱うこと。 

⑸（５） 外装の交換 

ａア 新たに外装を行う場合にのみ加算すること。 

ｂイ 足部の表革及び裏革の交換については、木製足部の場合に加算する

ことができること。ただし、職業上・生活環境等により、特に足部の耐

久性を高める必要があると認められる場合は、木製足部以外の足部にも

表革及び裏革を加算することができること。 

ｃウ リアルソックスを必要とする場合は、「購入基準の完成用部品」に

掲げる価格に、「修理基準のオの外装」に定める額を加算すること。 

⑹（６） 完成用部品の交換 

ａア アライメント調整を必要とするもの 

⒜a アライメント調整を必要とするものとは、支持部に手を加えない

と修理できない完成用部品の交換であること。 

⒝b 前留金具部品交換は、全体の交換とし、支持部の価格を加算でき

ないこと。 

⒞c 溶接は、アライメント修正及び支持部修正を必要とする溶接である

こと。 

⒟d 外装を必要とする修理は、外装の価格を加算することができるこ
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と。 

ｂイ アライメント調整を必要としないもの 

⒜a アライメント調整を必要としないものとは、支持部、外装に手を

加えることなく修理ができる完成用部品の交換であり、各パーツの小

部品の交換とすること。ただし、ネジ類の交換は、部品交換として加

算できないこと。 

⒝b 溶接は、外装交換の有無にかかわりなく支持部修正を必要としな

い溶接であること。 

⒞c 吸着バルブの交換は、単独の場合とソケット交換に付随する場合と

に区分され、単独の場合にのみ部品交換の基本価格を加算すること。 

⒟d その他アライメント調整を必要とするもの以外の修理であること。 

 

２ 骨格構造義肢 

骨格構造義肢の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同

様に加算方式でその合算した額の 100 分の 104.8 に相当する額を上限とし、次

により取り扱うものとすること。 

 

 
修 理 項 目 価           格 

ア ソケットの交換 
 採型区分ごとの基本価格又は複製価格にソケットの価格を
加算した額をもって修理価格とすること。 

イ  ソフトインサートの
交換 

 採型区分ごとのソケットの交換により付随する価格又は単
独の場合の価格をもって修理価格とすること。 

ウ  支持部の交換  交換した支持部の価格をもって修理価格とすること。 

エ 義手用ハーネス及び
義足懸垂用部品の交換 

 交換した義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の価格をもっ
て修理価格とすること。 

オ 外装の交換 
 交換した外装の価格に、完成用部品の外装用部品を加算した
額をもって修理価格とすること。 

カ  完成用部品の交換 

 使用部品ごとに「購入基準の完成用部品」に掲げる額に、
2,500 円を加算した額をもって修理価格とすること。ただし、
ストッキネット、吸着バルブ、懸垂ベルト、ＫＢＭウェッジ、
断端袋、ライナーロックアダプタ、ライナー、ラミネーション
ポスト、エアコンタクトキット及びエアパイロンポンプの交換
の場合には、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格をもって
修理価格とすること。 

キ ソケットの調整 
  断端の変化に対しソケットを調整した場合に「修理基準のキ
のソケットの調整」に定める額をもって修理価格とすること。 

（注）１ ア又はウの修理で完成用部品を必要とする場合は、「購入基準の完成用    
部品」に掲げる価格を加算することができること。 

      ２ ア、ウ又はカの修理について、他の修理を必要とする場合は、当該他    の
修理価格を加算すること。 

   ３ 外装の交換は、フォームカバーを交換する場合に限ること。 

 

 



50 

 

⑴（１） ソケットの交換 

ａア 基本価格及び複製価格 

⒜（ア） 基本価格は、採寸又は採型と仮歩行を含み、ソケット交換を

行う場合の価格であること。 

⒝（イ）  複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を

含むソケット交換を行う場合の価格であること。 

⒞（ウ） 上記⒜又は⒝の工程により、大幅に支持部を修正する必要が

ある場合は、当該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算するこ

とができること。 

ｂイ ソケットの価格 

⒜（ア） ソケットの価格は、ソケットの基本価格又は複製価格の採型

区分に基づき使用材料ごとに加算すること。 

⒝（イ）  二重式ソケットは、採型区分ごとに外ソケットと内ソケット

のそれぞれ使用材料ごとの価格を合算した額とすること。 

⑵（２） ソフトインサートの交換 

ａア ソケット交換に付随する場合の価格とは、ソケット交換を行う時に

付属的にソフトインサートを製作する場合の価格であること。 

ｂイ 単独の場合の価格とは、ソフトインサート交換のみを行う場合であ

り、使用中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトインサート

を製作する場合の価格であること。ただし、皮革、皮革・フェルトの材

料を使用する場合には、陽性モデルの製作を省略することができること。 

⑶（３） 支持部の交換 

支持部交換は、ソケット交換を行う場合にのみ加算すること。 

⑷（４） 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換 

義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換の取扱いについては、第１の１

の殻構造義肢に準ずること。 

⑸（５） 外装の交換 

ａア フォームカバーの交換を行う場合にのみ加算すること。 

ｂイ リアルソックスを必要とする場合は、「購入基準の完成用部品」に

掲げる価格に、「修理基準のオの外装の交換」に定める額を加算するこ

と。 

⑹（６） 完成用部品の交換 

ストッキネット、吸着バルブ、エアパイロンポンプ等の交換及び断端袋の

購入（交換を含む。）については、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格を

もって修理価格とすること。 

  

３ 装具 

装具の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様に加

算方式でその合算した額の 100 分の 104.8 に相当する額を上限とし、次によ

り取り扱うものとすること。 
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修 理 項 目 価      格 

ア 継手及び支持部の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格」に掲
げる価格に、「修理基準のアの継手及び支持部の交
換」に定める額を加算した額をもって修理価格とす
ること。 

イ  完成用部品の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の完成用部品」に掲げ
る価格をもって修理価格とすること。 

ウ  マジックバンドの交換 

 修理箇所ごとに 25ｍｍ幅のもの及び 50ｍｍ幅の
ものは「修理基準のウのマジックバンドの交換」に
定める額とすること。ただし、裏付きの場合には、
当該価格を２倍した額を修理価格とすること。 

エ 溶接 
 修理箇所ごとに「修理基準のエの溶接」に定める
額とすること。 

オ  その他の交換・修理  

 (ア) 

 

修理
部位 

下肢装具 
足底革交換又は
足底ゴム交換 

 修理項目ごとに「修理基準のエのその他の交換・
修理の(ア)の修理部位」に定める額とすること。 

靴型装具 

本底交換 

足底挿板交換 

半張交換 

踵交換 

積上交換 

底張かけ交換 

ファスナー交換 

細革交換 

体幹装具 

硬性コルセット 

筋金交換 
軟性コルセット 

筋金交換 

 
(イ)  (ア)以外の部位 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格」に掲
げる価格とすること。 

(注) １ 採型又は採寸を必要とする修理については、「購入基準のウの基本価格」に掲げる価
格を加算することができること。 

     ２ ア又はオ（(イ)に係るものに限る。）の修理で完成用部品を必要とする場合は、「購
入基準の完成用部品」に掲げる価格を加算することができること。 

   ３ 靴型装具は、右又は左の一側を一単位とすること。 
   ４ 本底交換の価格は、踵部品の価格を含むものであること。 
   ５ 革底の細革交換は、革底の価格を加算すること。 

 

完成用部品の交換において、２つ一組の完成用部品を１つ用いる修理の場

合は、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格に対して１／２を乗じた額をも

って修理価格とすること。ただし、標準靴を除くものとすること。 

 

 

４ 座位保持装置 

座位保持装置の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と

同様に加算方式でその合算した額の 100 分の 104.8 に相当する額を上限とし、

次により取り扱うものとする。 
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修理項目 価     格 

ア 支持部の交換 
 「購入基準のエの製作要素価格の(ア)の支持部」に掲げる価格に、
「修理基準のアの支持部の交換」に定める額を加算した額をもって
修理価格とすること。 

イ 支持部の調整 寸 法 調 整 形 状 調 整 

 

頭  部 
上 腕 部 
前腕・手部 
体 幹 部 
骨盤・大腿部 
下 腿 部 
足  部 

 修理項目ごとに「修理基準のイの支持部の調整」に定める額とす
ること。 
 

ウ 支持部の連結、連結
角度調整用部品の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の支持部の連結」に掲
げる価格に、「修理基準のウの支持部の連結、連結角度調整用部品
の交換」に定める額をもって修理価格とすること。 

エ 構造フレームの交換 

 購入基準の製作要素価格の構造フレームに掲げる基本価格に、
「修理基準のエの構造フレームの交換」に定める額を加算した額を
もって修理価格とすること。 

 車椅子及び電動車椅子としての機能を付加した場合は、当該機能
のみに係る部分については、車椅子及び電動車椅子の修理基準に準
ずること。 

オ 付属品の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の付属品」に掲げる価
格をもって修理価格とすること。 

カ 調節機構の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の調節機構」に掲げる
価格をもって修理価格とすること。 

キ マジックバンドの交
換 

 25mm 幅のもの及び 50mm 幅のものは「修理基準のキのマジッ
クバンドの交換」に定める額とし、裏付きを必要とする場合には、
当該価格を２倍した額とすること。 

ク 完成用部品の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の完成用部品」に掲げる価格をもって
修理価格とすること。 

（注） 採寸又は採型を必要とする修理については、「購入基準のウの基本価格」に掲げる価
格を加算することができること。 

 

継手の交換において、２つ一組の義肢・装具の完成用部品を１つ用いる場合は、「購

入基準の殻構造義肢の完成用部品」、「購入基準の装具の完成用部品」に掲げる価格

に対して１／２を乗じた額をもって修理価格とすること。 

 

 

第３ 補聴器の加算に関する取扱い 

デジタル式補聴器で、調整が必要な場合に加算することができる、「補聴器の装用

に関し専門的な知識・技能を有する者」は、補装具業者に配置されている言語聴覚

士又は認定補聴器技能者とすること。 

なお、支給申請にあたって提出する見積書には、上記の者が調整を行う旨、明記

することとし、引渡し時に、様式１により適切に調整が行われた書類を領収書に添

えて提出すること。 
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第４３ モジュラー方式車椅子に関する取扱い 

モジュラー方式の車椅子を構成する部品は、別表「モジュラー方式車椅子の構成」

に掲げるものとすること。 

 

別表 

 

モジュラー方式車椅子の構成 

 
名  称 構成内容 構 成 部 品 

フレーム 
サイドフレーム 

サイドベースフレーム，サイド拡張フレーム（一
体型も同じ） 

クロスフレーム 折りたたみフレーム（固定連結フレームも含む） 

身体支持ユニット 

バックサポート 
バックサポート， 

バックサポートパイプ 

座 座布（座シートも同じ） 

アームサポート 
アームサポート，アームサポート取付部品，サイ
ドガード 

フットサポート 

フットサポート（フットプレート（パイプ状プレ
ートも同じ），ステップポストを含む），レッグサ
ポート 

大車輪 駆動輪 
ハブ取付部品，ハブ，ハブ軸，スポーク，リム，
タイヤ，チューブ，ハンドリム 

キャスター キャスター 

キャスター（キャスターフォーク，キャスタース
テム，キャスター取付部品，キャスターホイール，
キャスタータイヤを含む） 

ブレーキ ブレーキ ブレーキ，ブレーキ取付部品 

 

 

 

第４５ 車椅子及び電動車椅子に関する取扱い 

 

１ バッテリーの取扱い 

電動車椅子のバッテリーについては、日常生活圏における坂道及び悪路の状

況等、使用者の使用環境等を十分把握し、適切なバッテリーを選定すること。

なお、リチウムイオンバッテリーは簡易型電動車椅子に限り支給可能であるこ

と。 

 

２ 対象者例及び構造 

車椅子及び電動車椅子に、障害状況等に応じた部品等を追加する場合の対象

者例及び構造は次のとおり。 
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項 目 

１台分
又は 

１個分 

対 象 者 例 構 造 

背クッション 個 

背部の褥瘡危険性がある者。軽度の
座位困難性があり、座位保持に必要
な場合。 

ウレタン等を主材料とする。 

特殊形状クッ
ション（骨盤・
大腿部サポー
ト） 

個 

座位保持が困難で臀部・大腿形状に
沿った形状のクッションが必要な
者。（座位保持装置のモールド型ま
では必要ない者。） 

ウレタンを主材料とし、座位保
持機能を高めたもの。 

クッションカ
バー（防水加工
を施したもの） 

個 
失禁が頻回等の理由から防水用ク
ッションカバーを必要とする者。 

防水加工を施したもの。 

クッション滑
り止め部品 

台 
足こぎ操作や、移乗動作によりクッ
ションのズレが頻繁に生ずる者。 

座面にベルクロや滑り止め効
果のある素材を縫製したもの。 

延長バックサ
ポート 

台 

体幹の筋力低下により、背当ての延
長が必要な者。リクライニング 

、ティルト機構を有する車椅子には
必要。 

バックサポートパイプを延長
し、背当てシートを張ったタイ
プ。枕を含まない。 

枕（オーダー） 台 
体幹筋、頭部筋の麻痺等により頭部
の位置を微調整する必要がある者。 

利用者の頭頸部に適合させた
オーダーメイドの枕。カバー含
む。（レディメイド（カバー含
む）の価格は５０％） 

張り調整式バ
ックサポート 

台 

体幹の筋力低下や脊柱変形等によ
り、一枚ものの背当てシートでは座
位の安定性確保が困難な者。 

バックサポートパイプ間に５
㎝幅程度のベルトを数本張り 

、クッション入りカバーで覆う
構造。（背クッションの同時加
算は不可。） 

高さ調整式バ
ックサポート 

台 

成長期の児童。最初の１台目の車椅
子で、障害の状況の変化等により背
当て高さ変更があり得る者。 

バックサポートパイプの長さ
が可変できる構造。 

後彎対応調整
式バックサポ
ート 

台 

背張り調整のみでは対応できない
場合（高度後彎の場合等）には必要。
（特例補装具の取扱い） 

バックサポートパイプの途中
に角度可変部品が取り付けら
れている構造。 

骨盤サポート 台 
脊柱の変形等により骨盤部を支持
する必要がある者。 

バックサポートパイプの骨盤
部に部品が取り付けられ、張り
調整が可能なベルトを通して
いる構造。 

背折れ機構 台 

背当てが高く、自動車のトランク等
への収納が頻繁にある場合等に必
要。 

バックサポートパイプの途中
から折りたたみ可能な構造。 

背座間角度調
整機構 

台 

成長期の児童。最初の１台目の車椅
子で、使用の慣れ等により背当て角
度の変更があり得る者。 

バックサポートパイプと座ベ
ースパイプの交点付近に角度
可変部品を取り付けた構造。 

高さ角度調整
式アームサポ
ート 

個 

成長期の児童等でアームサポート
の高さの変更の必要がある者。上肢
筋力低下、可動域制限等によりアー
ムサポートの高さ調整を要する者
で、かつ、上肢筋力低下により、テ
ィルト時に肘が落ちる場合に必要。 

肘を乗せる部分が上下に可動
（複数の穴にネジ等で固定）す
る構造、かつ、肘を乗せる部分
の角度が可変する構造。 

高さ調整式ア
ームサポート
（段階調整式） 

個 

成長期の児童等でアームサポート
の高さの変更の必要がある者。上肢
筋力低下、可動域制限等によりアー
ムサポートの高さ調整を要する者。 

肘を乗せる部分が上下に可動
（複数の穴にネジ等で固定）す
る構造。 
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角度調整式ア
ームサポート 

個 
上肢筋力低下により、ティルト時に
肘が落ちる場合に必要。 

肘を乗せる部分の角度が可変
する構造。 

跳ね上げ式ア
ームサポート 

個 移乗動作時に必要な者。 

アームサポートをフレームに
連結する部品に可動性を持た
せ跳ね上げを可能とする構造。 

脱着式アーム
サポート 

個 移乗動作時に必要な者。 
アームサポートをフレームに
差し込む構造等。 

アームサポー
ト拡幅 

個 
上肢筋力低下により、肘が落ちやす
い者。 

肘当ての幅を６㎝以上の幅広
タイプとしたもの。 

アームサポー
ト延長 

個 リクライニング時に肘が落ちる者。 
肘当ての長さを後方に延長し
たもの。 

脱着式レッグ
サポート 

個 
足こぎが主な操作手段の者。移乗動
作時に必要な者。 

フレームパイプに部品を取り
付け、レッグサポートを差し込
む等の構造。 

挙上式レッグ
サポート（パッ
ド形状） 

個 膝関節の屈曲制限がある者。 

歯形の形状又はメカニカルロ
ックでレッグサポートフット
サポートを挙上できる構造。 

開閉挙上式レ
ッグサポート
（パッド形状） 

個 膝関節の屈曲制限がある者。 

歯形の形状又はメカニカルロ
ックでレッグサポートフット
サポートを挙上できる構造、か
つ、フレームパイプに部品を取
り付け、レッグサポートを差し
込む等の構造。 

開閉・脱着式レ
ッグサポート 

個 移乗動作時に必要な者。 

フレームパイプに部品を取り
付け、レッグサポートを差し込
む等の構造。 

フットサポー
ト前後・角度・
左右調整 

個 

成長期の児童。足関節の可動域制限
がある者。下肢装具をつけたまま車
椅子に乗車する者等。 

複数の穴を持つフットサポー
トをクランプで挟む構造等。 

ヘッドサポー
トベース（マル
チタイプ） 

台 

体幹筋、頭部筋の麻痺等により頭部
の位置を微調整する必要がある者。
リクライニング、ティルト機構を有
する車椅子には必要。 

頭頸部を支持するためにバッ
クサポートパイプに取り付け
られるベース部品。高さ・前
後・角度調整が可能なもの。枕
を含む。 

座張り調整機
構 

台 

成長期の児童で座の奥行きの変更
の必要がある者。下肢、体幹筋の麻
痺等により座面を調整する必要が
ある者。 

座のベースパイプ間に５㎝幅
程度のベルトを数本張り、カバ
ーで覆う構造。 

座奥行き調整
(スライド式） 

台 

成長期の児童で座の奥行きの変更
の必要がある者。下肢、体幹筋の麻
痺等により座面を調整する必要が
ある者。 

座のベースパイプの長さが可
変できる構造。 

座板 台 
スリング式のシートでは座位保持
が困難な者。 

硬度が高い板。材質は木材又は
樹脂。 

延長用ブレー
キアーム 

個 片麻痺者の麻痺側等に必要。 
ネジ等で延長棒を取り付ける
構造。 

ノブ付きハン
ドリム 

個 
上肢筋力低下により、駆動にノブが
必要な者。 

ハンドリムに複数のノブを溶
接した構造。 

車軸位置調整 台 

成長期の児童で車軸の位置の変更
の必要がある者。最初の一台目の車
椅子の場合等で購入後に車軸位置
の変更があり得る者。 

車軸取り付け位置を複数の穴
又はスライド可能なプレート
等で調整可能な構造。 

大車輪脱着ハ
ブ（クイックリ
リース） 

個 

車載などの際、簡単に取り外せるこ
とで車椅子を小さく、また持ち運び
やすくするため。車軸位置調整構造

車輪中心のボタンを押すこと
により脱着可能な構造。 
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の際必要。 

ノーパンクタ
イヤ（車椅子
用） 

個 メンテナンスフリーを希望する者。 
ハイポリマー製のもの又はこ
れに準ずるもの。 

転倒防止装置
（キャスター
付き折りたた
み式） 

個 頻繁に段差を介助する際等に必要。 
ワンタッチで折りたたみ可能
な構造。キャスター付き。 

ガスダンパー 個 
使用者の体重が重い場合のティル
ト、リクライニング機構に必要。 

ガス圧式のダンパー。ティルト
機構等に取り付け。 

幅止め 個 
体重が重い方等でバックサポート
パイプ等のたわみ防止に必要な者 

バックサポートパイプ間又は
ベースパイプ間の芯張り。 

高さ調整式手
押しハンドル 

台 
ティルト、リクライニング時に介助
する場合に必要。 

バックサポートパイプに沿っ
て押し手がスライド可能な構
造。 

車載時固定用
フック 

個 車載固定等 
フックをフレームに溶接され
た構造等。４個まで。 

日よけ（雨よ
け）部品 

個 

雨天外出が多い者。直射日光に弱い
者。傘ホルダー等。（雨天走行時は
取扱説明書の注意事項を参照する
こと。） 

傘の持ち手を挟んでバックサ
ポートパイプ等に取り付ける
構造等。 

６輪構造 台 職場や家屋が狭隘な場合。 

フレーム中心部に大車輪があ
り、後輪キャスターを２個有す
るもの。前輪キャスター上げも
可能な構造。 

成長対応型加
算（車椅子） 

台 
成長期の児童、その他購入後に大幅
な変更が見込まれる者等。 

バックサポート高さ、座奥行
き、背・座張り調整、フットサ
ポート前後調整、車軸位置調
整、脱着ハブ、その他成長対応
に必要な構造を有すること。 

成長対応型加
算（電動車椅
子） 

台 
成長期の児童、その他購入後に大幅
な変更が見込まれる者等。 

バックサポート高さ、座奥行
き、背・座張り調整、フットサ
ポート前後調整、その他成長対
応に必要な構造を有すること。 

痰吸引器搭載
台 

台 
痰吸引器を常時使用する必要があ
る者。 

車椅子フレーム下部等に台を
取り付けた構造。 

前方オフセッ
トフレーム 

個 

装具を付けた方のためなど通常の
フレームでは他の福祉機器との併
用が不可能な場合。（特例補装具の
取扱い） 

レッグサポートの斜めパイプ
を後方にオフセットした構造 

。 

フレーム補強 台 

体重１００ｋｇ以上の者。不随意運
動や緊張が激しい者など補強を必
要と認めた場合。（特例補装具の取
扱い） 

三角プレート等を溶接、又は二
重パイプにする等、強度を高め
る構造。 

背パッド座パ
ッド 

個 

軽度の座位困難性があり、保持に必
要な場合。（特例補装具の取扱いと
し、価格は座位保持装置の付属品を
参考とする。） 

ウレタン等を主材料とし、背当
てや座クッション面に装着す
るもの。 

電動スイング
チンコントロ
ール一式 

台 

上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。あごで操作が可能な
者。 

下記パーツから構成された構
造。 

（パーツ）パワ
ースイングチ
ンアーム 

個 
上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。 

電動により可動するコントロ
ーラー取り付けアーム。 

（パーツ）チン 個 上肢筋力低下により、上肢での操作 あご操作用のコントロールボ
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操作ボックス が不可能な者。 ックス。 

（パーツ）セレ
クター 

個 
上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。 

走行、リクライニング等の操作
切り替え用のスイッチ。 

（パーツ）液晶
モニタ 

個 
上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。 

操作切り替えの状況等を表示
するための液晶モニタ。 

（パーツ）頭部
スイッチ・取付
金具 

個 
上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。 

頭部で走行、リクライニング等
の操作切り替えを行うための
スイッチとフレームに取り付
けるための金具。 

手動スイング
チンコントロ
ール一式 

台 

上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。スイングアームの位
置調整は介助者が行う場合。 

下記パーツから構成された構
造。 

（パーツ）手動
スイングチン
アーム 

個 

上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。スイングアームの位
置調整は介助者が行う場合。 

手動により可動するコントロ
ーラー取り付けアーム。 

（パーツ）チン
操作ボックス 

個 
上肢筋力低下により、上肢での操作
が不可能な者。 

あご操作用のコントロールボ
ックス。 

手動スイング
アーム 

個 

上肢の可動域制限等により、コント
ローラー位置が、身体の中央になる
ような場合必要。 

操作ボックスを任意の場所に
取付が可能なアーム。 

多様入力コン
トローラ（非常
停止スイッチ
ボックス） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

非常停止スイッチ付きの多様
入力コントローラ。 

多様入力コン
トローラ（４方
向スイッチボ
ックス） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

十字配列型の４ボタン。 

多様入力コン
トローラ（４方
向スイッチボ
ード） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

並列配置の４ボタン。 

多様入力コン
トローラ（８方
向スイッチボ
ックス） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

円形配置の８ボタン。 

多様入力コン
トローラ（８方
向スイッチボ
ード） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

楕円形配置の８ボタン。 

多様入力コン
トローラ（小型
ジョイスティ
ックボックス） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

小型のジョイスティック。 

多様入力コン
トローラ（フォ
ースセンサ） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

フォースセンサ内蔵のコント
ローラ。 

多様入力コン
トローラ（足用
ボックス） 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

足指や足底での操作に耐える
よう耐久性の高いコントロー
ラ。 

簡易１入力一
式 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊な入力装置が必要な者。 

スキャン式で、１ボタンで走行
操作が可能な仕様コントロー
ラ。 

延長式スイッ
チ 

個 
上肢筋力低下や可動域制限等によ
り、スイッチの延長が必要な者。 

材料－樹脂 
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レバーノブ各
種形状 

個 
上肢筋力低下や不随意運動等によ
り、特殊なノブが必要な者。 

材料－樹脂 

感度調整式ジ
ョイスティッ
ク 

台 

上肢筋力低下や病状進行等により 

、ジョイスティックの傾倒感度を 

、前・後・左・右それぞれ独立に変
更することが必要な者。 

プログラム変更により、ジョイ
スティックの傾倒感度を、前・
後・左・右それぞれ独立に変更
調整が可能なもの。 

ジョイスティ
ックのバネ圧
変更 

台 
上肢筋力低下等により、バネ圧を低
くする等の対応が必要な者。 

バネの変更による操作力調整 

。(弱くしすぎると事故につなが
るため注意を要する。) 

前輪パワース
テアリング 

台 

悪路での使用が多い場合。不随意運
動等による操作不安定が、これによ
り解消する場合。 

前輪を自在輪とせず、電動で操
作する構造のもの。 

前輪駆動後輪
自在輪式 

台 

悪路での使用が多い場合。不随意運
動等による操作不安定が、これによ
り解消する場合。ベッド、机等へ寄
り付きやすくなる場合等。 

前輪を駆動輪、後輪を自在輪と
したもの。加算額は設けない。 

簡易型電動装
置サーボモー
ター式 

台 

一回充電の航続距離を長く必要と
する者。メンテナンスフリーを希 

望する者。 

駆動方式としてＡＣサーボモ
ーターを採用したもの。 

ノーパンクタ
イヤ（電動車椅
子前輪） 

個 メンテナンスフリーを希望する者。 ホイール付き。 

ノーパンクタ
イヤ（電動車椅
子後輪） 

個 メンテナンスフリーを希望する者。 ホイール付き。 

手動リクライ
ニング装置交
換 

台 
手動リクライニング式電動車椅子
の修理時交換価格 

リクライニング機構が手動の
もの。 

スイッチボッ
クス別箱 

個 

上肢筋力低下や可動域制限等によ
りスイッチボックスを別箱で必要
とする場合は特例対応。 

コントロールボックスについ
ているスイッチを別箱により
任意の場所に取り付ける構造 

。 

 

 

第５６ 歩行器に関する取扱い 

歩行器のうち、下記の項目の支給を行う場合の対象者例及び構造は次のとおり。 

 

項 目 

１台分
又は 

１個分 

対 象 者 例 構 造 

歩行器（後方支
持型） 

台 

前方支持型のものでは歩行姿勢が
前傾しやすい者であって、後方支持
型であっても転倒危険性がない者、
かつ、これによって実用的な歩行が
可能となる者。 

基本構造は四輪歩行器（腰掛け
なし）に準じ、フレームが側方
及び後方にあり、上肢及び骨盤
後方を支持する構造。 

歩行器（サド
ル・テーブル付
きのもの又は
胸郭支持具若
しくは骨盤支
持具付きのも
の） 

台 

成長期の児童等で、上肢支持のみの
自力立位が困難であるが、臀部のわ
ずかな支持があれば実用歩行が可
能になる者であって、かつ、歩行器
の握りを把持することが困難等の
理由からテーブル面に上肢を支持
することで実用歩行が可能になる
者。 

基本構造は四輪歩行器（腰掛け
なし）に準じ、サドル・テーブ
ル等を有する構造。 
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様式１ 

 

デジタル補聴器の装用に関し専門的知識、技術を有する者の証明 

 

 

            氏の補装具費支給申請（補聴器）について、 

以下の者がデジタル補聴器の調整を行ったことを証明します。 

 

 

平成  年  月  日     

（補装具業者名及び代表者名）        印 

 

 

調整を行った者の氏名（             ） 

（ 言語聴覚士 ・ 認定補聴器技能者 ） 

 

（言語聴覚士免許証、認定補聴器技能者認定証書又は認定補聴器技能者カードの写し） 

 

 

※貼付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


